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地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

備に関する条例の一部を改正する条例 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備

に関する条例（令和元年７月町田市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。

改正後 改正前 

（町田市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関

する条例の一部改正） 

第１条 町田市非常勤職員の報酬及び費用弁償

に関する条例（昭和５７年６月町田市条例第

１３号）の一部を次のように改正する。 

 略 

  本則に次の２条を加える。 

（期末手当） 

第５条 期末手当は、６月１日及び１２月１

日（以下この条においてこれらの日を「基

準日」という。）にそれぞれ在職する法第

２２条の２第１項第１号に掲げる職員（以

下「会計年度任用職員」という。）（規則

で定める職員を除く。）に対し、それぞれ

基準日から起算して２０日を超えない範囲

内において市長が定める日に支給する。こ

れらの基準日前１月以内に退職し、任期が

満了し、又は死亡した会計年度任用職員（規

則で定める会計年度任用職員を除く。）に

ついても、また同様とする。 

２・３ 略 

（委任） 

第６条 略 

略 

（町田市職員の育児休業等に関する条例の一

部改正） 

第４条 町田市職員の育児休業等に関する条例

（平成４年６月町田市条例第２２号）の一部

を次のように改正する。 

略 

第７条第１項中「３月以内（当該基準日が

（町田市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関

する条例の一部改正） 

第１条 町田市非常勤職員の報酬及び費用弁償

に関する条例（昭和５７年６月町田市条例第

１３号）の一部を次のように改正する。 

 略 

  本則に次の２条を加える。 

（期末手当） 

第５条 期末手当は、３月１日、６月１日及

び１２月１日（以下この条においてこれら

の日を「基準日」という。）にそれぞれ在

職する法第２２条の２第１項第１号に掲げ

る職員（以下「会計年度任用職員」という。）

（規則で定める職員を除く。）に対し、そ

れぞれ基準日から起算して２０日を超えな

い範囲内において市長が定める日に支給す

る。これらの基準日前１月以内に退職し、

任期が満了し、又は死亡した会計年度任用

職員（規則で定める会計年度任用職員を除

く。）についても、また同様とする。 

２・３ 略 

（委任） 

第６条 略 

略 

（町田市職員の育児休業等に関する条例の一

部改正） 

第４条 町田市職員の育児休業等に関する条例

（平成４年６月町田市条例第２２号）の一部

を次のように改正する。 

略 

第７条第２項中「している職員」の次に「（地

 



１２月１日であるときは、６月以内）」を「６

月以内」に改め、同条第２項中「している職

員」の次に「（地方公務員法第２２条の２第

１項第１号に掲げる職員を除く。）」を加え

る。 

 略 

第９条中「職員は、」の次に「次の各号に

掲げる要件のいずれかに該当する」を、「占

める職員」の次に「（以下「再任用短時間勤

務職員」という。）」を加え、同条に次の各

号を加える。 

（１） 特定職に引き続き在職した期間が１

年未満であること。 

（２） 所定の勤務日数又は１日の勤務時間

が規則で定める日数又は時間に満たないこ

と。 

略 

附 則 

 （施行期日） 

１ 略 

（結婚休暇に関する経過措置） 

２ 略 

（育児休業をしている職員の期末手当に関す

る経過措置） 

３ 第４条の規定による改正後の町田市職員の

育児休業等に関する条例第７条第１項の規定

は、令和２年３月１日を基準日とする期末手

当の支給の対象となる職員に係る同年１２月

１日以後の日を基準日とする期末手当につい

て適用し、当該対象となる職員に係る同日前

の日を基準日とする期末手当については、な

お従前の例による。 

 （会計年度任用職員の部分休業に関する特例

措置） 

４ ３歳から小学校就学の始期に達するまでの

子（地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号）第２条第１項に規定

する子をいう。）を養育する会計年度任用職

員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２２条の２第１項第１号に掲げる職員

方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げ

る職員を除く。）」を加える。 

 

 

 

 略 

第９条中「職員は、」の次に「次の各号の

いずれにも該当する」を、「占める職員」の

次に「（以下「再任用短時間勤務職員」とい

う。）」を加え、同条に次の各号を加える。 

 

（１） 特定職に引き続き在職した期間が１

年以上である非常勤職員 

（２） 勤務日数及び勤務日ごとの勤務時間

を考慮して規則で定める非常勤職員 

 

略   

附 則 

 （施行期日） 

１ 略 

（結婚休暇に関する経過措置） 

２ 略 

 

 

  

 



をいう。）は、施行日から令和３年３月３１

日までの間に限り、任命権者に対し当該子を

養育するため１日の勤務時間の一部について

勤務しないことを請求することができる。こ

の場合において、任命権者は、公務の運営に

支障がないと認めるときは、これを承認する

ものとする。 

５ 第４条の規定による改正後の町田市職員の

育児休業等に関する条例第９条から第１２条

まで（第１０条第２項及び第１１条第１項を

除く。）の規定は、前項に規定する休業につい

て適用する。  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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